
















































































































































































































































































































































































*ＮＤ＊＊各 名称は 通り。 り抜粋して作成。
プログラム 総額(＄） プログラムの管轄省庁*＊ 州へ(＄） ｗｌ州へ
PAＤＤ 37,927,750 ADD(､HHS内） ,970,656 623,948
PＡＩＭＩ 33,320,000 CMHS(SAMHSA,ＤＨＨＳ内） １ ， 560,042 481,587
PＡＩＲ 16,356,192 RSA(DOE内） 902,565
CＡＰ 11,901,000 RSA(DOE内） 656,917 188,223
PAＡＴ 4,341,150 RSA(DOE内） 222,401 63,723
PAIBI 2,975,999 HRSA(DHHS内） 83,478 51,322上記の合計 106,822,091 5,396,059 1,667,410
たＮＤＲＮの果たした役割も大きいと考えられる。
４．２結論と課題
①連邦レベルでの障害をもつ人に対する権利擁護の法制度は、1970年代半ばか
らほぼ最近まで、対象者を拡大しながら進展し続けてきた。つまり当初は、施
設入所の発達障害者や精神障害者への虐待に象徴される権利侵害に対する監視
と介入の方策として始まりながら、障害種別を超えていくと同時に、脱施設化
施策の進展とともに地域で暮らす障害者の住居、リハビリテーション、社会参
加といったニーズの増大とサービスへのアクセスが大きな課題となっている状
況をふまえて、権利擁護プログラムが拡充されてきたのである。その過程で、
NDRＮのような全州的なネットワークが形成され、こうした施策進展に一定の
役割を果たしてきたことが確認された。
一方、こうした連邦法に基づく州ごとの権利擁護組織の展開の仕方をみる
と､前稿で取り上げたウィスコンシン州のＤＲＷの事例と比べて､ニューヨーク
州では州全体の権利擁護組織の体系もネットワークのあり方も異なっており、
州ごとの人口構成や地理的条件、医療・福祉政策の傾向といった条件により、
独自の展開があることが確認できた。ただし、都市部と郡部という地域特性の
観点から権利擁護ＮＰＯやそのネットワークの特性を考察するには､ウィスコン
シン州については人口規模の小さい州都マデイソンを中心とした調査であった
ため、人口規模、民族構成がより大きく複雑な都市ミルウォーキーにおける
ＤＲＷや他の権利擁護ＮＰＯとの関係について調査して比較する必要があると
考えられる。この点、今後の課題としたい。
②前稿では、福祉領域における権利擁護組織の活動は、広く社会運動における
権利擁護組織の形成と発展の特徴にあてはめることができることを確認した
が､本稿で分析した権利擁護ＮＰＯのNYLPIやＭ〕RN、またＮＰＯではないが州
の権利擁護組織のいわば要であるCQCAPDに関しても、議題設定､意思決定へ
の参加、めざす政策の実施や法制化への関与と監視、といった活動が確認され
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た。NYLPIに関しては、障害だけでなくエスニシテイや貧困から生じる医療・
福祉ニーズや、不利益、差別と闘い平等を獲得する、という公民権運動のスタ
ンスを強くもっており、社会運動形成という点からも活発な組織である。
③権利擁護組織やそのネットワークについて、社会運動体としての側面に注目
すると､権利擁護（アドポカシー）の担い手が､前稿でみたように当事者本人、
仲間、専門家、市民と多様であり、掲げる課題に関して様々な立場から関わる
ことが可能である点は、多様な当事者性を動員しつつ葛藤を回避する戦略であ
るとも言えるのではないか。当事者本人や家族がそれぞれのニーズに従ってセ
ルフ・アドポカシーやビア・アドポカシーを行うこと、専門家が自身の専門性
を資源として活用すること、市民が自身の社会的価値を実現するためシチズ
ン・アドポカシーを行うこと、といったそれぞれの関わりようは、設定された
課題の解決や価値の実現に向けてゆるやかに包摂され、このことは社会運動に
関わる人々の動機に関する倫理的な相克を引き起こしにくいように思われる。〈￣
一方で、ニーズや社会的価値観が異なれば、立場が同じでも異なるゴールを目
指す運動体を結成することにもつながる。アメリカ合衆国においてアドポカ
シー活動や権利擁護組織が種々多数存在することは、こうした社会運動を通じ
た社会への関与のあり方の特徴を示しているとも考えられる。
このような社会への関与あり方を可能にしている要因として、日本とは異な
るアメリカ合衆国の法律策定の方法とプロセスに注意しておく必要があるだろ
う。北野誠一は、ＡＤＡ制定プロセスを検討して、議員の法案作成活動が活発で
あるからこそ当事者団体のロビー活動や当事者主体のシンクタンクのアドポカ
シー活動が役割を発揮したことを指摘している26．この違いもふまえた上で、日
本におけるアドポカシー（権利擁護）に関する法やプログラムのあり方を考え
ていく必要がある。
２６北野誠一、「ADA（障害をもつアメリカ人法）１０年の歩みと、日本における障害者権利
法（、A）の方向`性（その１)」ｐｐ５４－５６（『ノーマライゼーシヨン」2000年８月号､pp､53
-59、日本障害者リハビリテーション協会）
18ヲ
ノなお、福祉制度の実施や医療・保健活動の地域での展開とアドボカシー活動
に関して、最近の研究動向として、ソーシャルキャピタルの視点を取り入れ分
析するものがみられる27。今後の参考としたい。
※本論文は､2006～０８年度科学研究費補助金(基盤研究に)）を受けた「医療・
福祉領域における権利擁護組織の役割とネットワークに関する研究」による研
究成果の一部である。また、今回のニューヨークにおける資料収集及びインタ
ビュー調査のコーディネートに際して、コロンビア大学ソーシャルワーク大学
院のJimMandiberg准教授に多くの便宜を図って頂いた。記して感謝したい。
２７例えば、SchneideMoAnne,ＳｏｃｉａﾉCJpjmﾉα"ｄＷｂｌ/２J”Ｒｑ/b、1.2006,ColumbiaUniversity
Prcss特にChaptcrl3・AdvocacyandSocialCapital参照。
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